
(Ａ)-(Ｂ)

べき財源

(Ｃ)-(Ｄ)

(F)+(G)+(H)-(Ｉ)

(L) (M)   月額  (M)/(L)

有

被保険者一人当り費用

1,726千円 401,000千円

収 支 額

保 険 税 調 定 額

の有無
職員数

普通会計からの繰入額
収 支 額

加 入 世 帯 数

無

無 一 世 帯 当 り

8人 被 保 険 者 数

8人

保 険 税 調 定 額

450,425円

166,032円

7,754人

被 保 険 者 一 人 当 り

公
営
企
業
の
状
況

事 業 名

下 水 道

普通会計から

99,161円

1人-千円

国
保
会
計
の
状
況

議 会 議 長

議 会 副 議 長

-円

-千円 -円

243人

集落排水 55,831千円

％
-

920,000円

連 結 実 質
赤 字 比 率

上 水 道 54,919千円22,530千円

302,168千円

4,631世帯

の繰入額　　

実質公債費比率

職員数

H26.4.1

基 準 財 政 収 入 額 千円 千円 ％
4,088,954 4,022,814 -

標 準 税 収 入 額 等

歳 入 一 般 財 源 等

10 実 質 単 年 度 収 支 千円 千円

12,284,062

千円

千円

7,756,764

12,266,490

基 準 財 政 需 要 額

％
(Ｊ) 278,558 176,098 11.1

公 債 費 負 担 比 率

実 質 赤 字 比 率
健
全
化
判
断
比
率

9 積 立 金 取 崩 し 額 千円 千円 財 政 力 指 数
(Ｉ) - 143,000 0.518

8 繰 上 償 還 金 千円 千円 千円標 準 財 政 規 模
(Ｈ) - - 9,464,990

(Ｆ)

千円 千円 ％

千円 千円

78,733

千円

3,063 2,102,819

千円

1,358,778

930,163 687,808 16,397

90,244
実 質 収 支 比 率

千円 千円
1,008,896 690,871

(a)-(b) 千円

千円 千円

9.8

うち
減 債 基 金

うち

16,702,148 17,098,893

その他特定目的基金

(翌年度以降支出予定額)

千円

36,203

千円 千円 千円

千円 千円 債 務 負 担 行 為 額

翌年度へ繰り越す うち
財政調整基金

平成29年度平成30年度 平成29年度 平成30年度

千円
218,053

千円3
(Ｃ)

歳 入 歳 出 差 引 額
現 在 高 合 計

積
立
金
現
在
高

市 町 村 類 型

30年度交付税
種 地 区 分

4
(Ｄ)

Ⅰ－１

決 算 状 況 ふ り が な し ん じ ょ う し
Ⅰ－２

（決算カード） 市 町 村 名 新 庄 市

11,127人H31.3.31 現在
35,465人

60.4％

27年

区　　分

増減率
62.5％

9.7％ 27.6％

11,509人1,790人

平 成 30 年 度
都道府県名 山 形 県

コ ー ド 番 号 ０ ６ ２ ０ ５ ７

4,895人36,028人

増減率
9.7％ 26.6％

1,779人 5,083人

166人
就
業
人
口

人　口　密　度

27年国調

27年国調
※分類不能産業を

　分母に含む

(Ａ)
地 方 債 現 在 高

22年

36,894人

38,850人

▲5.0％ ▲1.6％

17,789,764

12,961世帯

第 ３ 次
人　　　　　口 住民基本台帳人口

産　　業　　構　　造

区　分

面　　　　　積

222.85k㎡

国
勢
調
査

世　　帯　　数
H30.3.31 現在

歳 出 総 額

6

教育研究センター へ い 獣 処 理

第 １ 次 第 ２ 次

1

2

区　　分

17,711,044

(Ｇ)

消 防 補 償 等

ご み 処 理 し 尿 処 理 消 防

後 期 高 齢 者 医 療

(Ｂ)

歳 入 総 額

指 定 団 体 の 状 況 低 開 発 地 域 特 別 豪 雪 地 域

救 急

退 職 手 当事務の共同処理の状況

7

単 年 度 収 支

積 立 金

(a) (b)5 実 質 収 支
(Ｅ)

242,355 228,854

千円

千円 千円

7,810,905

5,223,475 5,141,105

千円

％
26.8

将 来 負 担 比 率

千円

千円

千円

千円

14,700,52714,358,630

3,477,994

千円
11,026

千円
1,177,999

271,603

3,255,640

2,066,615
千円

％
7.3

千円
9,460,954

0.512

％
10.4

％
-

％
-

議 会 議 員

特　別　職　等（H31．4．1現在）

448,000円

市 長

副 市 長

教 育 長

H6.10.1

H6.10.1

一人当り支給

370,593円 H26.4.1

H26.4.1

％
9.1

％
37.5

％
8.4

408,798円

395,000円

316,857円76,996千円

-千円

一人当り給料
( 報 酬 ) 月 額

改 定 実 施
年 月 日

区　　　分

700,000円

590,000円

一　　般　　職　　員　　等（H31．4．1現在）

区　　　分

315,318円75,361千円

給 料 月 額

600,380千円

1,635千円

5,559千円

H6.10.1

370,000円

-人

-人

教 育 公 務 員

消 防 職 員

臨 時 職 員

一 般 職 員

うち技能労務職

22年国調
※分類不能産業を

　分母に含む

合　　　計

法適用

239人

15人

4人



12.1/100

1.4/100

4,367,224

適　　用　　税　　率　　の　　状　　況（H31．4．1現在）

1.0 固 定 資 産 税

109,817

340,448

- 

- 

4,367,224

～
50,000円

均 等 割

3,000,000円

1,412,348

積 立 金 322,853 1.9 319,846

2,041,461

構成比 一般財源等決  算  額

特 別 968,160 5.4

市　　　　　　　　　　税

合　　計 17,711,044 100.0

1,139,519

目　　的　　別　　歳　　出

合　　計 16,702,148

- -

14.8

98.6 20.7 95.3

区　　分

法 人 税
割

固定資産税

％

対する比率

98.0

％

市 民 税 99.0 22.6 95.9

％
市

民

税

個

人

分

均 等
割

3,500円
市

民

税

法

人

分所 得
割

標準税率に

100.0 11,275,166

徴

収

率

区　　分 現年度課税分 滞納繰越分 合　　　計

20.5 94.3

市 税 合 計

- - -

合　　計 4,540,875 100.0 ▲ 0.4 48,110 合　　計 16,702,148

諸 支 出 金

122,688

公 債 費 1,440,971 8.6 1,361,593

9.5 1,270,067

目 的 税 計 205,801 4.5 ▲ 0.4 - 災 害 復 旧 費 141,821 0.9

636,368 3.8 611,224

都 市 計 画 税 205,801 4.5 1.5 - 教 育 費 1,589,286

入 湯 税 - - ▲ 100.0 - 消 防 費

370,622

普 通 税 計 4,335,074 95.5 ▲ 0.4 48,110 土 木 費 1,887,632 11.3 1,393,763

4.2 315,124

特別土地保有税 - - - - 商 工 費 1,410,020 8.4

45,217 0.3 13,813

鉱 産 税 - - - - 農 林 水 産 業 費 697,843

市 た ば こ 税 339,503 7.5 ▲ 0.8 - 労 働 費

2,619,669

軽 自 動 車 税 109,970 2.4 2.3 - 衛 生 費 1,049,848 6.3 909,592

13.4 2,099,246

固 定 資 産 税 2,053,658 45.2 ▲ 1.7 - 民 生 費 5,369,743 32.2

187,765 1.1 187,765

法 人 分 372,196 8.2 ▲ 1.2 48,110 総 務 費 2,245,634

千円 ％ 千円

個 人 分 1,459,747 32.2 1.5 - 議 会 費市 民 税

千円 ％ ％ 千円

347,483

千円

1,528,015

区　　分 決  算  額 構成比 増減率
超過課税分
収 入 済 額

基 準 税 額
×100/75

100.0 11,275,166 8,839,916 92.6

(92.6)

9,003,566 100.0

うち臨時財政対策債 546,776 3.1

臨時財政対策債除く (98.2)

減収補填際（特例分）及び

臨時財政対策債除く (98.2)

うち減収補てん債特例分 - -

地 方 債 973,876 5.5

繰 越 金 690,871 3.9

諸 収 入 1,091,678 6.2 6,362 0.1

失業対策事業費 0 - -

災害復旧事業費 141,821 0.9 122,688繰 入 金 110,986 0.6

（県事業負担金） 117,214 0.7 28,653寄 附 金 772,720 4.4

（ 単 独 事 業 ） 659,747 3.9 370,194財 産 収 入 48,265 0.3 6,470 0.1

（ 補 助 事 業 ） 528,049 3.2 38,783県 支 出 金 1,344,969 7.6

7.8 437,630国 庫 支 出 金 2,101,947 11.9

内
　
　
訳

34,946 0.2 34,946

普通建設事業費 1,305,010

う ち 人 件 費手 数 料 76,875 0.4 - -

使 用 料 190,656 1.1 6,314 0.1 投 資 的 経 費

前年度繰上充用金

1,446,831 8.7 560,318

- -

28,867 0.3

(小　　計） 10,152,605 57.2 8,978,644 99.6

0分 担 金 ・ 負 担 金 149,820 0.9 -

繰 出 金 1,734,732

-

内訳

震 災 復 興 - 10.4 1,498,247

6.8

交通安全対策特別交付金 5,776 - 5,776 0.1

-

10.7うち一組負担金

普 通 3,694,739 20.9

投資及び出資金・貸付金 976,571 5.9 28,867

12.03,694,739 41.0 1,310,387

1,139,519

地 方 交 付 税 4,662,899 26.3 3,694,739

1,019,936

13.7補 助 費 等

892,452 5.3 791,345 330,997 3.5維 持 補 修 費

1,650,3772,007,670

2,145,971

41.0

12.9 1,850,559 1,199,005 12.60.2

自動車取得税交付金 33,641 0.2 33,641 0.4

物 件 費地 方 特 例 交 付 金 18,652 0.1 18,652

(小　　計） 7,175,068 42.9 4,575,607 4,558,312 47.7

8一時借入金利子 8 -特別地方消費税交付金 - - - -

内
訳 125,161

1,315,773

1.3ゴルフ場利用税交付金 4,917 - 4,917 0.1

1,236,424 1,236,424

125,161

12.9地方消費税交付金 749,318 4.2 749,318 8.3

125,190

う ち 元 金

う ち 利 子

1,440,971 8.6 1,361,593 1,361,593 14.3

株式等譲渡所得割交付金 7,325 - 7,325 0.1

配 当 割 交 付 金 8,217 0.1 8,217 0.1 公 債 費

扶 助 費 3,425,014 20.5 1,049,161 1,044,831 10.9

1,381,980 8.3 1,260,036 1,260,036 13.2

利 子 割 交 付 金 6,822 - 6,822 0.1

地 方 譲 与 税 119,939 0.7 119,939 1.2 う ち 職 員 給

人 件 費 2,309,083 13.8 2,164,853 2,151,888 22.5

千円 ％ 千円 千円 ％

地 方 税 4,540,875 25.6 4,335,074 48.1

千円 ％ 千円 ％

決  算  額
充　　　当
一般財源等

経常経費充当
経常収
支比率

経常一般財源 一般財源等

(Ｋ) (Ｋ)

構成比区　　分 決  算  額 構成比
(Ｋ)の
構成比

区　　分

歳　　　　　　　　入 性　　質　　別　　歳　　出

1,361,585 1,361,585 14.3元 利 償 還 金 1,440,963 8.6

7.9

0.7

8 -


